
令和７年度補助事業の概要 

（公益社団法人 日本海難防止協会） 

 

１．海上交通安全事業及び海洋環境保全事業 

 

（１）船舶交通と漁業操業に関する調査

研究 

過年度作成した漁業操業情報図及び商船

航行情報図のうち、令和7年度は瀬戸内海

西方海域（広島県、山口県、愛媛県、福岡

県及び大分県）を対象に同情報図の更なる

充実化を図るべく、海運・水産関係団体打

合会及び協議会を3回開催し、関係者によ

る議論を踏まえてホームページによる閲覧

の改善を行った。 

 

 

ホームページによる表示例と協議会開催時の

様子 

 

（２）入出港等航行援助業務に関する調査 

我が国港湾は、海上交通の安全を阻害す

る諸要因が複雑多岐に存在する状況となっ

ている。このため、水先に関する諸問題、

とりわけ巨大コンテナ船の狭隘・浅水域で

の入出港時におけるタグボート操船支援と

プロペラ放水流の影響について、文献調査

のほか、横浜港本牧ふ頭と南本牧ふ頭を対

象に実態調査を実施し、報告書に取りまと

めた。 

 

 

（３）港湾計画の調査検討 

学識経験者や地方を統括する団体等から

の海事関係者、関係官庁等から構成される

「港湾専門委員会」を設置し、令和7年度

は2回の「港湾専門委員会」を開催、5つの

港湾計画の改訂を対象に検討を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象とした狭隘水域でのタグボート操船支援の様子 

 

令和7年度第二回港湾専門委員会の様子と報告書 



（４）海事の国際的動向に関する調査研究 

IMO（国際海事機関）のMSC（海上安全委

員会）、MEPC（海洋環境保護委員会）等の

開催に際し、我が国の海事関係者・官公庁

職員をメンバーとする国内委員会で対処方

針を検討した。また、IMOの会議への参加等

を通じて諸外国における海上安全及び海洋

汚染防止に関する調査研究を行い、最新の

情報を関係者に提供している。 

                

 

 

 

 

 

 

（５）海の安全と環境保護のガイドブック作成 

有識者、関係機関、関係官庁を招集して

「洋上風力発電事業に係る航行安全対策検

討会」を２回開催し、「洋上風力発電事業

に係る安全対策ガイドブック」の改訂を行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

２．海上安全に関する国際情報収集活動事業 

 

IMO（国際海事機関）の各種委員会、小委

員会等に出席し、海事の国際動向に関する

情報及び資料の収集を実施するとともに、

わが国の代表団と協力し、わが国の意見の

実現に努めた。 

また、各国関係機関・団体との情報交換等

を通じて、海上安全に関する欧州等の国際

的な動向の調査・研究を進めるとともに、

「欧州海上安全レポート」及び「X（旧ツイ

ッター）」等を通じて、関連情報の発信を

行った。 

令和7年度国内委員会（海洋汚染防止）開催

時の様子（対面及びリモート形式を併用） 

第一回検討会開催時の様子と改訂版ガイドブック 

英国Swansey Universityと海上安全に関する情報交換 



３．海難防止等調査研究団体連絡調整事業 

 

 全国の海難防止団体、小型船安全協会等

の関係者からなる全国海難防止等連絡調整

会議を継続して設置し、年次会議を開催す

るとともにWeb会議によるフォローアップ

を行って、海難防止等に関する調査研究及

び周知・啓蒙活動等に係る相互調整及び情

報交換を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和7年度全国海難防止団体等連絡調整会議 

（年次会議）の様子 



 


